
 海外市場開拓のための経営戦略策定 
ワークショップ 

 
  
  

【お申込・お問合せ先】  株式会社ＯＫＢ総研  担当：渡邉、髙木 
 TEL:0584-74-2615 FAX:0584-74-2688 E-mail : m.takagi@okb-kri.jp 

 

 国内人口減少による需要減少に対応すべく、海外市場に商機を見出す
企業にとって、資金面や人材面、情報収集面など社内体制の構築は大き
な課題となっています。 
 そこで、市場における自社の立ち位置を整理し、海外市場開拓における
課題を明確にした上で、講師や参加者との対話の中で深堀りしていきます。 
 特に、海外市場開拓において問題となることが多い知的財産を意識しな
がら、海外市場開拓に向けた戦略を策定していきます。 

日程 
会場 

内容 

第
1
回 

10/26（木） 
14時～17時 

TKPｶﾞｰﾃﾞﾝｼﾃｨ 
PREMIUM名駅桜通口 

＜自社の見える化＞ 
海外の文化、習慣の違いを知る 
市場における自社の立ち位置を整理し、課題を
設定する 

第
2
回 

11/29（水） 
14時～17時 

ウィンクあいち 

＜課題の深堀り＞ 
具体的事例を参考に、第１回で整理した自社の
課題解決に向けた掘り下げを実施する 

第
3
回 

1/25（木） 
14時～17時 

OKB Harmony Plaza名駅 

＜知的財産への対応＞ 
自社の知財を把握し、どう守りながら、海外へ
打って出るのか、事例を交えながら検討する 
⇒海外展開のための経営戦略を策定 

□ 対象 海外市場開拓を検討している事業者の経営者層の方 

□ 定員 15名 

□ 参加費 無料 

□ 申込方法  
    裏面の申込書にご記入の上、ＦＡＸまたはメールでお申込ください 

主催 中部経済産業局 



こ 

コーディネーター ・ 講師  鈴木 淳氏 
 経営コンサルタント・中小企業診断士 
 

   明治大学政治経済学部卒 
  カリフォルニア州立大学ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝｺｰｽ（会計、監査、税務、法務）修了 
  (財）あいち産業振興機構派遣専門員、名古屋商工会議所エキスパート、 
  (独)中小企業基盤整備機構中小企業大学校人材育成支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ等公職を歴任 
             
  

講師  栗原 潤也氏 
 弁護士   
  
  専修大学法科大学院卒 
     司法試験合格（６６期） 
  愛知市民法律事務所 パートナー弁護士 
  

海外市場開拓のための経営戦略策定ワークショップ 参加申込書 FAX:0584-74-2688 
受付窓口：株式会社ＯＫＢ総研 調査部 宛                             

会社名等 

ふりがな ＴＥＬ   

  
ＦＡＸ   

Ｅ－ｍａｉｌ   

所在地 

業種   

参加者 役職   

ふりがな   

氏 名   

アンケートにご協力ください    

海外取引の
有無 

有 地域（      ） 期間（    ） 担当者数（     ） 

無 進出予定国（                        ） 

• 中小企業診断士として中堅中小企業の経営指導を主体に活動。個別の事情に応じた経営指導には定評がある。 
• 新興国の経営層に対する企業経営指導や、監査役受任企業のタイ現地法人設立・事業立ち上げ支援など、中小企業の

海外展開についての支援が豊富。タイ語検定も取得。 
• (財)海外産業人材育成協会のｺｰｽﾃﾞｨﾚｸﾀｰとして、ｲﾝﾄﾞ､ｽﾘﾗﾝｶ､ﾈﾊﾟｰﾙ､ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ等の新興国の経営層に、企業経営

コースの指導にあたる。南ｲﾝﾄﾞｹﾗﾗ州にて経営ｺｰｽ講座の実施実績も有り。公的団体、上場企業等での講演も多数。 

• 愛知県弁護士会の国際委員会（中国チーム）に所属するなど海外事情（特に中国）に精通している。 
• 愛知県内大学にて、知的財産検定講座や「「法学（知的財産権、労働法等）」の講義を担当するなど、知的財産が専

門分野の一つ。 
• 中小企業診断士や社会保険労務士、監査法人・公認会計士、税理士法人等とのネットワークを持ち、法務に関わる顧

客の経営課題解決に取り組んでいる。 

個人情報の取り扱いに関する重要事項 
1.（名称）株式会社ＯＫＢ総研（連絡先）TEL／0584-74-2193 2.ご記入いただきました個人情報は、
株式会社ＯＫＢ総研の「個人情報保護方針」（http://www.okb-kri.jp/policy.html）および「個人情報の取
り扱いについて」（http://www.okb-kri.jp/public.html）に従い適切に取り扱います。 3.（個人情報の利
用目的）セミナーに関する申し込みの受付とその業務の運営管理のために利用いたします。 4.お客様が
本申し込みに必要な記載事項の記載を希望しない場合、および本重要事項の内容の全部、または一部を
承諾していただけない場合、本申し込みをお断りすることがあります。 


